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院内がん登録の実施に係る指針においては、施設

のがん医療の状況を的確に把握し、治療の結果等を

評価すること及び他の病院における評価と比較する

ことにより、がん医療の質の向上が図られることが

期待されている 1)。施設における院内がん登録の活

用について、がん診療連携拠点病院連絡協議会がん
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がん診療規模別にみた 
施設での院内がん登録活用に関する実態調査 

 

外山 祐也 1) 奥山 絢子 2)3) 

 1)  東京大学大学院 工学系研究科 化学システム工学専攻 

2)  聖路加国際大学看護学研究科 

3)  国立がん研究センターがん対策研究所 

要 旨 

目的 

がん診療規模別に施設における院内がん登録データの活用状況と役に立った経験を明らかにし、院内

がん登録の活用可能性を検討する。 

方法 

863 施設のがん登録実務者を対象に院内がん登録データ利用体制と活用状況についてインターネッ

ト調査を行った。年間がん登録数別に、利用体制、活用状況と役立った経験について Fisher の正確

確率検定を行った。 

結果 

709施設から回答を得た（回答率 82.2％）。大規模施設群 203施設（96.2％）、中規模施設

群 84施設（87.5％）、小規模施設群 73施設（77.4％）と大規模施設群でよりデータが利用さ

れていた（p＜0.01）。一方で、集計結果が自施設のがん診療実態把握に役立ったと回答した施設

は大規模施設群 94.6%、中規模施設群 94.8%、小規模施設群 88.7%と差がなかった（ｐ＝

0.13）。 

結論 

小規模施設群であっても集計することで自施設のがん診療実態把握に役立つ可能性が示唆された。 

 

１．はじめに 
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登録部会委員へのインタビュー調査の結果では、自

施設のがん診療の強みや地域での連携体制の見直し

をはじめとした様々な活用がされている 2)。一方で、

2019 年に実施された院内がん登録実態調査の結果

では、院内がん登録データ利用規定があるのは全体

の 42.4％であり、施設種別にみると拠点病院が

54.4％、都道府県推薦病院が 30.8％、任意参加病院

が 22.0％とばらつきがあった 3)。比較的がん登録数

の少ない施設が多い任意参加病院を含め、院内がん

登録全国集計への参加施設は年々微増傾向にある 4)。

今後各施設でがんの登録を行うだけでなく、院内が

ん登録を活用しいかにがん医療の質の向上につなげ

ていくかは重要な検討課題である。本研究では、が

んの診療規模別に施設における院内がん登録データ

を利用する体制、活用状況と集計が役に立った経験

を明らかにし、施設における院内がん登録の活用可

能性について検討することを目的とした。 

 

２．方法 

 

(1)調査対象者と調査方法 

 院内がん登録 2020 年全国集計に参加した 863 施

設のがん登録実務者を対象に、2021 年 9 月 14 日～

10 月 22 日にインターネット調査（WebCas®）を行

った。 

 

(2)調査内容 

 施設特性、院内がん登録データ利用体制と活用状

況、集計が役に立った経験について尋ねた（表 1）。 

 

(3)分析方法 

院内がん登録データ利用規定があり、且つデータ

を利用していると回答した施設を分析対象とした。

分析では、2019 年の年間がん登録数 1,000 例以上の

施設を「大規模施設群」、500 例以上 1,000 例未満の

表 1 アンケート内容 
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施設を「中規模施設群」、500 例未満の施設を「小規

模施設群」の３群に分類した。対象施設の特性、院

内がん登録データ利用体制と活用状況、集計が役に

立った経験について、がん診療規模による差異を Fi

sher の正確確率検定を用いて検討した。3 群におい

て統計学的有意差を認めた場合に Bonferroni 法を

用いた多重比較を行った。統計分析には、EZR（Ea

sy R）(version 4.2.1)を使用した。 

 

(4)倫理的配慮 

本調査への協力依頼では、調査への協力は任意で

あること、調査に協力しない場合でも何ら不利益を

被らないこと等を説明し調査への同意を得た。 

 

3．結果 

 

709 施設から回答を得た(回答率 82.2%)。2019 年

の年間がん登録数について無回答であった 6 施設を

除く 703 施設のうち、院内がん登録データ利用規定

があり（大規模施設群 68.5％、中規模施設群 58.5％、

小規模施設群 40.3％、全体 56.9%）、且つデータを

利用していると回答した 359 施設（データ利用規定

がある施設中、大規模施設群 96.2％、中規模施設群

87.5％、小規模施設群 77.4％、全体 89.8%）の回答

を分析対象とした(表 2)。 

 

(1)データ利用体制 

がん診療規模別にみた対象施設の特性とデータ利

用体制の整備状況を表３に示す。データを利用可能

な対象者の範囲に自施設の職員が含まれている割合

は、大規模施設群 184 施設(90.6%)であるのに対し、

小規模施設群50施設(69.4%)と少なかった (p<0.01)。

外部の研究者が利用できる施設数は大規模施設群

21 施設(10.3%)、中規模施設群 7 施設(8.3%)、小規

模施設群 7 施設(9.7%)であった（ｐ＝0.73）。院内が

ん登録の運用上の課題評価と活用に関する検討機関

があると回答した施設は全体の 85.2%であり、その

うち毎年集計結果を議論していると回答した施設は

77.3%であった。 

 

(2)データの活用状況 

「自施設のがん診療実態を集計」している施設は、

大規模施設群 185 施設(91.1%)、中規模施設群 77 施

設(91.7%)、小規模施設群 62 施設(86.1%)であった（p

＝0.44）（表 4）。自施設の職員が患者の診療状況を

確認するための利用、自施設の職員の研究への利用、

がん相談支援センター等での患者への情報提供への

利用については、小規模施設群（12.5％）と比較し

て大規模施設群（37.4％）で活用割合が高かった。 

 

(3)集計が役に立った経験 

集計が役に立ったと回答した施設が最も多かった

項目は、「自施設のがん診療の実態把握」であり、が

ん診療規模によらず約 9 割が役に立ったと回答して

いた（p＝0.13）（表 5）。「都道府県内の患者受療行

動の把握」（p＝0.17）、「がん相談支援センター等で

患者・家族への情報提供ができた」（p=0.06）の２

項目においてもがん診療規模によらず役に立ったと

回答した施設が５割を超えていた。一方、集計して

いるが集計値が役に立っているか分からないと回答

した施設もいずれの群も 6 割を超えていた。 
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4．考察 

 
小規模施設群では、施設における院内がん登録デ

ータ利用規定等がある施設は限定的であった。しか

し、小規模施設群であっても自施設のがん診療実態

の把握や都道府県内の患者の受療行動の把握等に役

に立ったと回答しており、がん診療規模に関わらず

院内がん登録はがん診療の実態の把握や患者の受療

行動の把握に役立つ可能性が示唆された。各施設に

おいて自施設のがん診療を把握し実施した治療を振

り返ることで、より患者や家族が安心して治療を受

けるためには何が必要かを検討していくことががん

医療の質の向上につながると考える。 

 
院内がん登録データ利用規定が整備されている施

設は全体で 56.9％と、前回の調査結果（39.3％）3)

から増加しており、体制整備は進みつつあった。一

方、小規模施設群では、大規模・中規模施設群と比

較してデータ利用規定を定めている施設は依然少な

く、また自施設の職員が院内がん登録を利用できる

施設は 69.4％に留まっていた。更に実際の院内がん

登録データ利用状況をみても、小規模施設群では

77.4%と大規模・中規模施設群と比較して低い傾向

にあった。小規模施設群において院内がん登録を施

設で有効に活用するためには施設内でデータ利用規

定の整備や利用範囲の検討をする必要があると思わ

れる。 

 
院内がん登録の活用状況をみると、診療規模によ

らず 90％以上の施設が自施設のがん診療実態を集

計しており、集計が自施設のがん診療の実態把握や

都道府県内の患者の受療行動把握に役立ったとして

いた。がん相談支援センター等での情報提供に活用

している施設は少なかったものの、活用している施

設では 5 割以上が役に立ったと捉えていた。その一

方で、病院方針の検討や地域での連携体制の見直し、

患者の集約化に関して役に立ったと回答した施設は

少なく、集計した結果が役に立っているかどうかわ

からないと回答した施設も半数を超えていた。今回

の調査はがん登録実務者を対象に行ったため、集計

結果が病院方針の検討や地域での連携体制に及ぼし

た影響まで十分に把握できていなかった可能性もあ

る。施設で院内がん登録の課題評価や活用に関する

検討機関があると回答した施設は、85.2％であり前

回の 62.9%よりも増加している 3)。また、毎年集計

結果について議論している割合も今回 77.3％であり

前回の 67.8%より増加している 3)。こうした取り組

みががん登録実務者や集計担当者にも共有されるこ

と、そしてがん医療の質の向上に向けて何が必要か

を施設内で検討することが重要と思われる。一方、

外部の研究者へのデータ利用については、がん診療

規模によらず 10％未満であり、活用実績をみてもほ

とんど活用がされていないことが分かった。院内が

ん登録は、ルールに従って登録されており他施設と

比較可能な有用な情報源である。今後、外部の研究

者を含めて広くデータを有効に活用していけるよう

な体制を整備することで院内がん登録の活用の可能

性が広がることを期待する。 

 
本調査にはいくつかの限界がある。1 つ目に、院

内がん登録全国集計への病院の参加状況は都道府県

によってばらつきがあり 4）、カバー率が低い都道府

県ではがん患者の受療行動を十分に把握することが

難しい。本調査ではこうした都道府県の状況までは

検討できていない。2 つ目に、院内がん登録の集計

結果はがん情報サービス 5)から入手可能であり、こ

のような入手可能な集計結果を施設で利用していて

も活用状況の回答には活用していないと回答した施

設がある可能性がある。最後に、「都道府県内のがん

対策を考える資料にできた」、「地域でのがん診療の

連携体制の見直しができた」や「患者の集約化につ

なげることができた」の質問について、がん登録実

務者には判断が難しかった可能性があり、「該当なし」

あるいは「あまりそう思わない」の選択肢に回答が

集中してしまった可能性がある。 
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5．結論 

 
院内がん登録の各施設での活用状況をみると、全

体として院内がん登録データ利用規定の整備が進み、

大規模施設群を中心に活用が進んでいることが分か

った。小規模施設群では院内のデータ利用規定が定

められている施設はまだ限られていた。しかし、小

規模施設群であっても、実際に院内がん登録を活用

している施設では、自施設のがん診療実態の把握や

都道府県内の患者の受療行動の把握に役立てられて

おり、今後データ利用体制の整備を進めることで活

用が広がることが期待される。 
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